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                                                                                                                            別紙様式２ 

国立大学法人電気通信大学の中期目標・中期計画一覧表 

 

 

中期目標 中期計画 

（前文）大学の基本的な目標 

 １９１８年に創立された電気通信大学は、我が国唯一の高度無線通

信技術者養成機関としての長年の実績の上に、情報・通信・電子・メ

カトロニクス・基礎科学の分野を包含する、実践的で特色ある理工系

高度技術者を世に輩出し、社会的に高い評価を得てきた。この９０年

余にわたる歴史を踏まえ、さらに本学の特色と社会的存在基盤を一層

強化するため、創立１００周年を迎える２０１８年に向けて本学が目

指すべき大学の姿を「ＵＥＣビジョン２０１８～１００周年に向けた

挑戦～」として掲げた。本中期目標は、下記にその骨格を示す「ＵＥ

Ｃビジョン２０１８」を基本としている。 

 

 人類が持続的に生存可能であるために、本学の「ＵＥＣビジョン２

０１８」は目指すべき社会像を「全ての人々が心豊かに暮らせる社

会」と定め、これを「高度コミュニケーション社会」と名付けた。そ

こでは、人と人、人と自然、人と社会、人と人工物とのコミュニケー

ションに基本的な価値を置く視点が極めて重要となる。この包括的な

コミュニケーションの概念は、「高度コミュニケーション社会」を支

える総合的な科学技術を「総合コミュニケーション科学」として創造

し発展させるとともに、それに必要な人材を育成することにより、わ

が国はもとより国際社会に貢献することを使命とする。 

 

 この使命を達成するため、「ＵＥＣビジョン２０１８」では次の五

つの目標を定めた。 

ⅰ 「総合コミュニケーション科学」に関わる教育研究の世界的拠点 
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 を目指す 

ⅱ 国際標準を満たす基礎学力の上に、国際性と倫理観を備え、実践 

 力に富む人材を育てる 

ⅲ 世界から若手研究者が集い、伸び伸びと研究し、そこからユニー 

 クな発想が生まれる環境を整える 

ⅳ 国内外の大学や産業界および地域・市民などとの多様な連携と協 

 働により、教育研究の質を高め、社会に貢献する 

ⅴ 経営の開放性と透明性を高め、学生や職員相互の信頼と士気が高 

 く、社会に信頼される大学を目指す 

 

 

◆ 中期目標の期間及び教育研究上の基本組織 

 １ 中期目標の期間 

   平成２２年４月１日から平成２８年３月３１日まで 

  ２ 教育研究組織 

   この中期目標を達成するため、別表１に記載する学部、研究科 

  を置く。 
 
 

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

 １ 教育に関する目標 

 （１）教育内容及び教育の成果等に関する目標  

   ①アドミッションポリシーに基づき、広く国内外から学生を受 

    け入れ、基礎学力とともに国際性と倫理観を備え、実践力に 

    富む人材を育成する。 

     学士課程では、幅広い教養と確実な基礎学力に裏打ちされ 

    た学士力を身につけた人材を育成する。 

     大学院博士前期課程は、本学の人材育成の中核に位置づけ 

    られ、実践的高度専門技術者を養成する。 

 

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置 

 １ 教育に関する目標を達成するための措置 

 （１）教育内容及び教育の成果等に関する目標を達成するための措置 

   ①アドミッションポリシーに基づく特色ある入学者選抜方法を開発する。 

   ②学士課程では、幅広い教養と基礎学力に加え、実践力の育成に特徴を持た 

    せた段階的なカリキュラムを編成する。１年次では導入教育やキャリア教 

    育、２年次では専門基礎教育、３年次からはコース別の専門教育を充実す 

    る。教養教育は、１年次から４年次にわたって開講し、専門に偏らない広 

    い視野を涵養する。 

   ③実践力の育成を図るため、「ロボメカ工房」などによる体験教育、日本語 
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     大学院博士後期課程は、大学等のアカデミアのみならず広 

    い分野で活躍する博士を育成する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ②教育の成果を多角的に検証し、教育の質を維持し、向上させ 

    る。 

 

 

 

 （２）教育の実施体制等に関する目標 
   ①学科や専攻等の組織にとらわれずに、教育プログラム毎に最 

    適な教員を配置し、教育効果と質の向上を図る。併せて、教 

    員と支援職員を有機的、効果的に組織化した全学的な教育実 

    施体制を充実させる。 
   ②情報技術等を活用した教育環境を整備・充実させ、学生の自 

    主学習を支援するとともに、授業等の教育効果を向上させ  

    る。 
 
 

 

 

 （３）学生への支援に関する目標 

   ①学生の多様性に配慮した学習、学生生活、健康・安全面の適 

    や英語による表現力や発表力などを培うコミュニケーション教育、問題設 

    定力や課題解決力を訓練するPBL (Project Based Learning)教育の充実を 

    図るとともに、国内外でのインターンシップを実施する。 

   ④大学院課程では、専門にのみ偏らない幅広い視野とリーダーシップ・マネ 

    ージメント力などを涵養するため、「大学院教養科目」を開講するととも 

    に、特色ある教育を実施するため、研究科や専攻にまたがる教育課程とし 

    て「大学院特別プログラム」を実施する。 

   ⑤アカデミア以外の分野で活躍する博士を養成するため、「戦略的大学連携 

    支援事業」として展開している「スーパー連携大学院構想」の実現に向け 

    た他大学や産業界等との連携を強化する。 

   ⑥自己点検評価、学生による授業評価、卒業後の追跡調査等を実施し、教育 

    の改善に反映させる。 

   ⑦教育力の向上を図るため、ＦＤ活動の組織的展開を進める。 

   ⑧個々の学生の学業の進捗状況を把握し、指導を充実する。 

 

 （２）教育の実施体制等に関する目標を達成するための措置 
   ①教員組織の一元化により、教育プログラムに即した柔軟な教員構成が可能 

    な体制を構築する。 
   ②入学者選抜、教育内容と方法、教育の実施等に関する全学推進体制を構築 

    する。 
   ③学生の自主学習、能動的学習のために、多目的学習室等の学習環境を整備 

    する。 
   ④図書館の電子化を推進し、その活用を促進するとともに、情報リテラシー 

    教育を促進する。 
   ⑤Webによるシラバスの閲覧など学習支援情報の提供や、自律的な学習やＦ 

    Ｄ活動を支援するe-ラーニングの活用等の環境を整備・充実する。 
 
 （３）学生への支援に関する目標を達成するための措置 
   ①学生の学習・生活・健康等の相談へ的確に対応するため、学生支援センタ 
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    切な支援体制を充実させる。 

 

 

   ②学生の個性・適性等に適合した就職を支援する体制を充実さ 

    せる。 

   ③学生が潤いのある学生生活を過ごすための学生生活環境を整 

    備する。 

 

    ーと保健管理センター及び助言教員との協力体制を強化するとともに、上 

    級生による助言制度（学生メンター制度）を導入する。 
   ②学生の経済的支援をはじめとする生活支援を充実させる。 
   ③学生支援センターを中心とする就職支援を充実させるとともに、本学同窓 

    会との就職支援活動の連携を促進する。 
   ④学生の要望を取り入れながら、交流スペース・憩いの場の確保、福利厚生 

    施設、学内の緑化等、学生が充実した学生生活を送るための施設や設備を 

    充実する。 
 ２ 研究に関する目標 

 （１）研究水準及び研究の成果等に関する目標 

   ①総合コミュニケーション科学を創造し、その世界的拠点とな 

    ることを目指す。そのため、研究者の自由な発想に基づく研 

    究に重点を置き、研究展開のカテゴリーを、①若手育成研  

    究、②萌芽的研究、③重点拠点研究、④国際的な拠点研究に 

    大別し、研究活動の戦略的活性化を図り、各カテゴリーで世 

    界レベルの研究水準の達成を目指す。 

   ②研究成果を積極的に社会に発信し、効果的に社会に還元する 

    とともに、教育の質の向上に役立てる。 

 

   ③研究の成果を多角的に検証し、研究の質の向上と研究活動の 

    活性化を促進する。 

 

 （２）研究実施体制等に関する目標 

     ４つの研究カテゴリーを考慮した研究者の任用並びに施設 

    ・設備や研究費の配分を適切に実施する体制を構築し、それ 

    に基づく全学的な支援体制を充実する。 

 

 ２ 研究に関する目標を達成するための措置 

 （１）研究水準及び研究の成果等に関する目標を達成するための措置 

   ①学内の研究組織（研究センター、研究ステーション、研究グループ、個  

    人）を４つの研究カテゴリーに分け、それぞれのカテゴリーに沿った研究 

    計画を立案し、研究活動を促進する。 

 

 

 

   ②学術誌のみならず、Web等を通して研究成果を広く社会に広報する体制を充 

    実させるとともに、研究者と民間企業等との連携を促進する体制を充実す 

    る。 

   ③自己点検・評価及び外部評価を実施し、その結果を活かして、研究活動の 

    活性化を促進する。 

 

 （２）研究実施体制等に関する目標を達成するための措置 

   ①教員組織の一元化により、研究領域の発展やその複雑化に柔軟かつ機動的 

    に対応できる研究実施体制を構築する。 

   ②教員の全学裁量ポストや学内競争的資金及び学内共用スペースを確保し、 

    それらに基づく全学的な支援体制を充実し、有効活用する。 

 ３ その他の目標 

 （１）社会との連携や社会貢献に関する目標 

 ３ その他の目標を達成するための措置 

 （１）社会との連携や社会貢献に関する目標を達成するための措置 
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     本学が有する人的資源及び学術資源を活用し、社会と連携 

    ・協力した事業を推進することにより社会の発展に貢献す  

    る。 

 

 

 

 

 

 （２）国際化に関する目標 

     海外交流協定校等との研究者及び学生の交流、国際共同研 

    究を促進し、海外の優秀な留学生や外国人研究者が集まる国 

    際的な教育研究拠点の形成を目指す。 

 

   ①公開講座等による生涯学習教育やリカレント教育、発明クラブや工作教室 

    等による青少年に対する科学技術教育などを通して、地域社会に対する教 

    育機会の提供を促進する。 

   ②TLOと連携・協力して企業等との共同研究、受託研究などを一層促進し、大 

    学発ベンチャーなどの育成を支援する。また、自治体、産業商工団体、産 

    学官連携組織等とも連携して、地域振興や人材育成に資する活動を促進す 

    る。 

 

 （２）国際化に関する目標を達成するための措置 

   ①海外交流協定校等との連携を強化し、本学学生の国際性を涵養するための 

    種々の国際教育プログラムを開発・実施する。また、短期留学生プログラ 

    ム（JUSST）を促進する。 

   ②海外交流協定校等とのシンポジウム、ワークショップ等を積極的に実施  

    し、学術交流を促進する。 

Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する目標 

 １ 組織運営の改善に関する目標 

   ①法人の組織運営を検証し、運営改善を図る。 

 

   ②学生や社会のニーズに対応できるよう教育研究組織の検証を 

    行い、教育研究組織の改善を行う。また、これを実行するた 

    めに学内資源を戦略的に配分する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置 

 １ 組織運営の改善に関する目標を達成するための措置 

   ①経営協議会の意見及び監事、監査法人の監査結果を法人運営の改善に活  

    用、反映させる。 

   ②教員組織を一元化し、大学全体として教育研究活動の活性化に資するよ  

    う、常に教員配置の在り方を検証し、柔軟かつ機動的な編制を行う。 

   ③テニュアトラック制の導入も含め、望ましい人事制度の実現に向けた検討 

    を行い、実施に移す。 

   ④学長裁量枠など、学内資源の戦略的・効果的な配分の在り方を検証し、必 

    要な見直しを行う。 

   ⑤教育研究組織の再編成等を見据え、本学の強みである情報・通信分野を更 

    に強化し、国内外の大学・研究機関との連携の構築を通じ、グローバルか 

    つイノベイティブな人材育成を行うため、第３期中期目標期間中における 

    新しい教育研究組織、教育カリキュラムの整備に向けた調査を行う。 

   ⑥組織の活性化、教員の意識改革及び優秀な人材の確保につなげるため、人 
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   ③男女共同参画推進のための組織体制及び環境を整備し、その 

    実現を目指す。 

    事・給与システムの弾力化に取り組む。特に年俸制については、適切な業 

    績評価体制の構築を前提に、退職金に係る運営費交付金の積算対象となる 

    教員について年俸制導入等に関する計画に基づき促進する。 

   ⑦４０歳未満の優秀な若手教員の活躍の場を全学的に拡大し、教育研究を活 

    性化するため、若手教員の雇用に関する計画に基づき、若手教員を３名採 

    用し、退職金に係る運営費交付金の積算対象となる教員としての雇用を促 

    進する。 

   ⑧男女共同参画を推進する組織体制を整備するとともに、具体的な取組方  

    針、計画等を策定し実施する。 

２ 事務等の効率化・合理化に関する目標 

    大学の業務全般について、事務処理の簡素化・合理化を図

る。 

 ２ 事務等の効率化・合理化に関する目標を達成するための措置 

   ①定期的に業務、事務の処理方法、職員の配置及び事務組織の検証を行い、 

    効率的な大学運営を促進する。 

   ②定期的に全学の情報システムを検証し、統廃合を行うなど、効率的な運用 

    を行う。 

Ⅲ 財務内容の改善に関する目標 

 １ 外部研究資金、寄附金その他の自己収入の増加に関する目標 

 

    各種競争的資金及び外部研究資金等の自己収入の獲得増を目 

   指す。 

Ⅲ 財務内容の改善に関する目標を達成するためにとるべき措置 

 １ 外部研究資金、寄附金その他の自己収入の増加に関する目標を達成するため 

  の措置 

    各種競争的資金や産学官連携による外部資金及び寄附金等の獲得のため、 

   全学的な取り組みを強化する。 

 ２ 経費の抑制に関する目標 

 （１）人件費の削減   

     「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に

    関する法律」（平成18年法律第47号）に基づき、平成18年度

    以降の５年間において国家公務員に準じた人件費削減を行 

    う。更に、「経済財政運営と構造改革に関する基本方針200 

    6」平成18年７月７日閣議決定）に基づき、国家公務員の改革

    を踏まえ、人件費改革を平成23年度まで継続する。 

 

 （２）人件費以外の経費の削減 

 ２ 経費の抑制に関する目標を達成するための措置 

 （１）人件費の削減 

     「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律」 

    （平成18年法律第47号）に基づき、国家公務員に準じた人件費改革に取り 

    組み、平成18年度からの５年間において、△５％以上の人件費削減を行  

    う。更に、「経済財政運営と構造改革に関する基本方針2006」（平成18年 

    ７月７日閣議決定）に基づき、国家公務員の改革を踏まえ、人件費改革を 

    平成23年度まで継続する。 

 

 （２）人件費以外の経費の削減 
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     管理的経費の抑制を図る。      業務方法の見直しや省エネルギー策を推進することなどにより、管理的 

    経費を抑制する。 

 ３ 資産の運用管理の改善に関する目標 

    資産のより一層の有効的活用を図る。 

 ３ 資産の運用管理の改善に関する目標を達成するための措置 

   ①資金の使用状況を的確に把握し、計画的かつ適切な資金運用を行う。 

   ②施設マネジメントの基本方針を見直し、それに基づき施設を有効活用す  

    る。 

Ⅳ 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標 

 

 １ 評価の充実に関する目標 

    構成員の意識を高め、その能力を最大限に引き出すための適 

   切な評価を実施する。 

Ⅳ 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標を達成するために 

 とるべき措置 

 １ 評価の充実に関する目標を達成するための措置 

   ①多角的な評価基準に基づき、組織評価・個人評価を実施する。 

   ②評価結果を適切に資源配分・業績評価等に反映させるとともに、組織的な 

    改善勧告を実施することにより、業務改善の取り組みを促進する。 

 ２ 情報公開や情報発信等の推進に関する目標 

    教育・研究・社会貢献活動状況、業務運営等に関する自己点 

   検・評価及び当該状況に係る情報を公開し、社会に対する説明 

   責任を果たす。 

 ２ 情報公開や情報発信等の推進に関する目標を達成するための措置 

    教育・研究・社会貢献活動、大学運営に関する情報をWeb等を活用して積極 

   的に学内外へ情報発信する。 

Ⅴ その他業務運営に関する重要目標 

 １ 施設設備の整備・活用等に関する目標 

    施設設備の将来的構想を策定し、施設設備環境の整備を促進 

   する。 

Ⅴ その他業務運営に関する重要目標を達成するためにとるべき措置 

 １ 施設設備の整備・活用等に関する目標を達成するための措置 

   ①キャンパスマスタープランを定期的に検証するとともに、見直しを行い、 

    当該プランに基づき計画的に施設設備の整備を促進する。 

   ②施設の利用実態を常に把握し、有効活用する。 

   ③役員会を中心に重点分野への戦略的なスペース配分を行う。 

 ２ 安全管理に関する目標 

    学生、教職員が安心して修学及び教育研究活動ができるキャ 

   ンパス環境の整備を図る。 

 ２ 安全管理に関する目標を達成するための措置 

   ①キャンパスマスタープランに基づき、安全なキャンパス環境の計画的整備 

    を促進する。 

   ②労働安全に関する法令に基づく点検・報告等を確実に実施するとともに、 

    学生、教職員を対象とする各種講習会を計画的に実施する。 

   ③「毒物及び劇物取締法」等に基づき、化学薬品を適切に保管管理するとと 

    もに、不用となった化学薬品を適正に処分する。 
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 ３ 法令遵守に関する目標 

    法令遵守に関する教職員の意識向上を図り、適正な法人運営 

   を行う。 

 ３ 法令遵守に関する目標を達成するための措置 

   ①役員会、内部監査室、監事及び会計監査人相互の連携を密にし、法令遵守 

    体制を常に確保する。 

   ②学内規程に基づき、教職員に対し、法令遵守に関する継続的周知徹底を行 

    い、更なる意識向上を図る。 

   ③「電気通信大学における研究費の不正防止等のマニュアル」の不正防止計 

    画等に基づき、研究費の適正な管理を行う。 

 ４ 情報セキュリティに関する目標 

    情報セキュリティ対策を強化し、責任ある運用を行う。 

 ４ 情報セキュリティに関する目標を達成するための措置 

    本学のネットワーク及びそれに接続されたコンピュータなどの情報システ 

   ム並びにネットワーク上の情報を保護・管理するため、情報セキュリティに 

   関する基盤整備を進めるとともに、学生及び職員に対する情報セキュリティ 

   教育の体制を整備する。 

 Ⅵ 予算（人件費の見積もり含む。）収支計画及び資金計画 

 別紙参照 

 

Ⅶ 短期借入金の限度額 

 ○ 短期借入金の限度額 

 １ 短期借入金の限度額 

   １４億円 

 ２ 想定される理由 

   運営費交付金の受け入れ遅延及び事故の発生等により緊急に必要となる対策 

  費として借り入れることが想定されるため。 

 

Ⅷ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画 

 ○ 重要な財産を譲渡する計画 

   ・多摩川運動場の土地の一部（東京都調布市多摩川７丁目３８番地８９（1,6

    32.32㎡）、３８番地９０（532.13㎡）、東京都調布市染地２丁目４３番地

    １０５（141.93㎡）、４３番地１０６（15.12㎡））を譲渡する。 

 ○ 重要な財産を担保に供する計画 
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   ・重要な財産を担保に供する計画はない。 

 

Ⅸ 剰余金の使途 

 ○ 決算において剰余金が発生した場合は 

   ・教育研究の質の向上及び組織運営の改善に充てる。 

 

Ⅹ その他 

 １．施設・設備に関する計画 

施設・設備の内容 予定額（百万円） 財   源 

小規模改修 

総額 

１７４ 

 

 

国立大学財務・経営センター 

施設費交付金  （１７４） 

（注１）施設・設備の内容、金額については見込みであり、中期目標を達成するため

に必要な業務の実施状況等を勘案した施設・設備の整備や老朽度合等を勘案し

た施設・設備の改修等が追加されることもある。 

（注２）小規模改修について平成２２年度以降は平成２１年度同額として試算してい

る。 

なお、各事業年度の施設整備費補助金、船舶建造費補助金、国立大学財務

・経営センター施設費交付金、長期借入金については、事業の進展等により

所要額の変動が予想されるため、具体的な額については、各事業年度の予算

編成過程等において決定される。 

 

 ２．人事に関する計画 

 （１）教員組織の一元化 

    学科や専攻等の教育研究組織にとらわれない、一元的な教員組織体制の下 

   で、教育プログラムや研究カテゴリーを考慮した最適な教員配置を行う。 

 （２）全学裁量ポストの有効活用 

    全学裁量ポストを有効活用し、戦略的な人材配置を行う。 

 （３）若手教員の活用 

    任期制、テニュアトラック制等、キャリアパスを整備し、若手教員の活躍 
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   を促進する。 

 

 （参考）中期目標期間中の人件費総額見込み 

   中期目標期間中の人件費総額見込み  ３３，３１４百万円 

 

 ３．中期目標期間を超える債務負担 

   中期目標期間を超える債務負担の計画はない。 

 

 ４．積立金の使途 

  ○ 前中期目標期間繰越積立金については、次の事業の財源に充てる。 

   ①「UECエコキャンパスプロジェクト＜政府方針を踏まえたCO2削減のための 

    方策＞（仮称）」の一部 

   ②「総合コミュニケーション科学研究棟（仮称）」新築工事及び関連設備の 

    整備事業の一部 

   ③講義棟（Ｂ棟）耐震改修工事関連設備の整備事業の一部 

   ④その他教育、研究に係る業務及びその附帯業務 
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（別紙）予算（人件費の見積もりを含む。）、収支計画及び資金計画 

１．予算 

         平成22年度～平成27年度 予算 

                     （単位：百万円） 

区分 金額 
 
収入 
 運営費交付金 
 施設整備費補助金 
 船舶建造費補助金 
 国立大学財務・経営センター施設費交付金 
 自己収入 
  授業料及び入学料検定料収入 
  附属病院収入 
  財産処分収入 
  雑収入 
 産学連携等研究収入及び寄附金収入等 
 長期借入金収入 
  
 計 

 
 

31,221 
0 
0 

174 
18,554 
18,229 

0 
0 

325 
5,940 

0 
 

55,889 

 
支出 
 業務費 
  教育研究経費 
  診療経費 
 施設整備費 
 船舶建造費 
 産学連携等研究経費及び寄附金事業費等 
長期借入金償還金 

  
 計 

 
 

49,775 
49,775 

0 
174 

0 
5,940 

0 
 

55,889 

［人件費の見積り］ 

  中期目標期間中総額33,314百万円を支出する。（退職手当は除く。） 

 

 注）人件費の見積りについては、平成23年度以降は平成22年度の人件費見積り額 

  を踏まえ試算している。 

 注）退職手当については、国立大学法人電気通信大学退職手当規程に基づいて支 
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  給することとするが、運営費交付金として措置される額については、各事業年  

  度の予算編成過程において国家公務員退職手当法に準じて算定される。 

 注）組織設置に伴う学年進行の影響は考慮していない。 

 

［運営費交付金の算定方法］ 

○ 毎事業年度に交付する運営費交付金は、以下の事業区分に基づき、それぞれに 

 対応した数式により算定して決定する。 

 

Ⅰ〔一般運営費交付金対象事業費〕 

  ①「教育研究等基幹経費」：以下の事項にかかる金額の総額。Ｅ（ｙ－１）は 

   直前の事業年度におけるＥ（ｙ）。 

   ・ 学部・大学院の教育研究に必要な教職員のうち、設置基準に基づく教員 

    にかかる給与費相当額及び教育研究経費相当額。 

  ②「その他教育研究経費」：以下の事項にかかる金額の総額。Ｆ（ｙ－１）は 

   直前の事業年度におけるＦ（ｙ）。 

   ・ 学部・大学院の教育研究に必要な教職員（①にかかる者を除く。）の人 

    件費相当額及び教育研究経費。 

   ・ 附属施設等の運営に必要となる教職員の人件費相当額及び事業経費。 

   ・ 法人の管理運営に必要な職員（役員を含む）の人件費相当額及び管理運 

    営経費。 

   ・ 教育研究等を実施するための基盤となる施設の維持保全に必要となる経 

    費。 

 

 〔一般運営費交付金対象収入〕 

  ③「基準学生納付金収入」：当該事業年度における入学定員数に入学料標準額 

   を乗じた額及び収容定員数に授業料標準額を乗じた額の総額。（平成22年度 

   入学料免除率で算出される免除相当額及び平成22年度授業料免除率で算出さ 

   れる免除相当額については除外。） 

  ④「その他収入」：検定料収入、入学料収入（入学定員超過分等）、授業料収 
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   入（収容定員超過分等）及び雑収入。平成22年度予算額を基準とし、第２期 

   中期目標期間中は同額。 

 

Ⅱ〔特別運営費交付金対象事業費〕 

  ⑤「特別経費」：特別経費として、当該事業年度において措置する経費。 

 

Ⅲ〔特殊要因運営費交付金対象事業費〕 

  ⑥「特殊要因経費」：特殊要因経費として、当該事業年度において措置する経 

   費。 

 

 

１．毎事業年度の一般運営費交付金は、以下の数式により算定する。 

  Ａ（ｙ）＝Ｅ（ｙ）＋Ｆ（ｙ）－Ｇ（ｙ） 

 

 （１）Ｅ（ｙ）＝Ｅ（ｙ－１）×β（係数） 

 （２）Ｆ（ｙ）＝｛Ｆ（ｙ－１）×α（係数）｝×β（係数）±Ｓ（ｙ）± 

         Ｔ（ｙ）±Ｕ（ｙ） 

 （３）Ｇ（ｙ）＝Ｇ（ｙ） 

--------------------------------------------------------------------------- 

  Ｅ（ｙ）：教育研究等基幹経費（①）を対象。 

  Ｆ（ｙ）：その他教育研究経費（②）を対象。 

  Ｇ（ｙ）：基準学生納付金収入（③）、その他収入（④）を対象。 

  Ｓ（ｙ）：政策課題等対応補正額。 

       新たな政策課題等に対応するための補正額。各事業年度の予算編成 

       過程において当該事業年度における具体的な額を決定する。 

  Ｔ（ｙ）：教育研究組織調整額。 

       学部・大学院等の組織整備に対応するための調整額。 

       各事業年度の予算編成過程において当該事業年度における具体的な 

       調整額を決定する。 

運営費交付金＝Ａ（ｙ）＋Ｂ（ｙ）＋Ｃ（ｙ） 
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  Ｕ（ｙ）：施設面積調整額。 

       施設の経年別保有面積の変動に対応するための調整額。 

       各事業年度の予算編成過程において当該事業年度における具体的な 

       調整額を決定する。 

 

２．毎事業年度の特別運営費交付金は、以下の数式により算定する。 

  Ｂ（ｙ）＝Ｈ（ｙ） 

--------------------------------------------------------------------------- 

  Ｈ（ｙ）：特別経費（⑤）を対象。なお、本経費には新たな政策課題等に対応 

       するために必要となる経費を含み、当該経費は各事業年度の予算編 

       成過程において当該事業年度における具体的な額を決定する。 

 

３．毎事業年度の特殊要因運営費交付金は、以下の数式により算定する。 

  Ｃ（ｙ）＝Ｉ（ｙ） 

--------------------------------------------------------------------------- 

  Ｉ（ｙ）：特殊要因経費（⑥）を対象。なお、本経費には新たな政策課題等に 

       対応するために必要となる経費を含み、当該経費は各事業年度の予 

       算編成過程において当該事業年度における具体的な額を決定する。 

 

【諸係数】 

α（アルファ）：大学改革促進係数。 

        第２期中期目標期間中に各国立大学法人における組織改編や既存 

        事業の見直し等を通じた大学改革を促進するための係数。 

        現時点では確定していないため、便宜上平成22年度予算編成時と 

        同様の考え方で△1.0％とする。 

        なお、平成23年度以降については、今後の予算編成過程において 

        具体的な係数値を決定する。 

β（ベータ）：教育研究政策係数。 

        物価動向等の社会経済情勢等及び教育研究上の必要性を総合的に 
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         勘案して必要に応じ運用するための係数。 

        各事業年度の予算編成過程において当該事業年度における具体的 

        な係数値を決定する。 

 

 注）中期計画における運営費交付金は上記算定方法に基づき、一定の仮定の下に 

  試算されたものであり、各事業年度の運営費交付金については、予算編成過程 

  において決定される。 

   なお、「特別運営費交付金」及び「特殊要因運営費交付金」については、平 

  成23年度以降は平成22年度と同額として試算しているが、教育研究の進展等に 

  より所要額の変動が予想されるため、具体的な額については、各事業年度の予 

  算編成過程において決定される。 

 

 注）国立大学財務・経営センター施設費交付金は、「施設・設備に関する計画」 

  に記載した額を計上している。 

 

 注）自己収入並びに産学連携等研究収入及び寄附金収入等については、平成22年 

  度の受入見込額により試算した収入予定額を計上している。 

 

 注）産学連携等研究収入及び寄附金収入等は、版権及び特許権等収入を含む。 

 

 注）業務費、施設整備費については、中期目標期間中の事業計画に基づき試算し 

  た支出予定額を計上している。 

 

 注）産学連携等研究経費及び寄附金事業費等は、産学連携等研究収入及び寄附金 

  収入等により行われる事業経費を計上している。 

 

 注）上記算定方法に基づく試算においては、「教育研究政策係数」は１とし、  

  「政策課題等対応補正額」、「教育研究組織調整額」及び「施設面積調整額」 

  については、０として試算している。 



- 16 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．収支計画 

         平成22年度～平成27年度 収支計画         

                         （単位：百万円） 

区分 金額 
 
費用の部 
 経常費用 
  業務費 
   教育研究経費 
   診療経費 
   受託研究費等 
   役員人件費 
   教員人件費 
   職員人件費 
  一般管理費 
  財務費用 
  雑損 
  減価償却費 
 臨時損失 
 
収入の部 
 経常収益 
  運営費交付金収益 
  授業料収益 
  入学金収益 
  検定料収益 
  附属病院収益 
  受託研究等収益 
  寄附金収益 
  財務収益 
  雑益 
  資産見返負債戻入 
 
 臨時利益 
純利益 
総利益 

 
55,809 
55,809 
50,217 
9,457 

0 
5,035 

482 
25,039 
10,204 
2,597 

0 
0 

2,995 
0 
 

55,809 
55,809 
30,757 
13,133 
2,556 

591 
0 

5,035 
816 

3 
322 

2,596 
 

0 
0 
0 

注）受託研究費等は、受託事業費、共同研究費及び共同事業費を含む。 

注）受託研究等収益は、受託事業収益、共同研究収益及び共同事業収益を含む。 
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３．資金計画 

         平成22年度～平成27年度 資金計画         

                         （単位：百万円） 

区分 金額 

 
資金支出 
 業務活動による支出 
 投資活動による支出 
 財務活動による支出 
 次期中期目標期間への繰越金 
 
資金収入 
 業務活動による収入 
  運営費交付金による収入 
  授業料及び入学料検定料による収入 
  附属病院収入 
  受託研究等収入 
  寄附金収入 
  その他の収入 
 投資活動による収入 
  施設費による収入 
  その他の収入 
 財務活動による収入 
 前期中期目標期間よりの繰越金 

 
57,576 
50,405 
5,484 

0 
1,687 

 
57,576 
55,715 
31,221 
18,229 

0 
5,035 

898 
332 
174 
174 

0 
0 

1,687 

注）施設費による収入には、独立行政法人国立大学財務・経営センターにおける施設費

交付事業にかかる交付金を含む。 
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中期目標 中期計画 

 

別表１（学部、研究科等） 
 
学 
 
部 

 
 情報理工学部 

 
研
究
科 

 
 情報理工学研究科 
 情報システム学研究科 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
別表（収容定員） 

平
成
22
年
度 

 
 情報理工学部       ７９０人 
 電気通信学部     ２，６９０人 
 
 
 情報理工学研究科     ３６９人 
                うち修士課程  ３４０人 
                  博士課程   ２９人 
 電気通信学研究科     ２４６人 
                うち修士課程  １８８人 
                  博士課程   ５８人 
 情報システム学研究科   ３４２人 
                うち修士課程  ２３６人 
                  博士課程  １０６人 
 

平
成
23
年
度 

 
 情報理工学部     １，５８０人 
 電気通信学部     １，８２０人 
 
 
 情報理工学研究科     ７３８人 
                うち修士課程  ６８０人 
                  博士課程   ５８人 
 電気通信学研究科      ２９人 
                うち博士課程   ２９人 
 情報システム学研究科   ３３４人 
                うち修士課程  ２３６人 
                  博士課程   ９８人 
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平
成
24
年
度 

 
 情報理工学部     ２，４０３人 
 電気通信学部       ９１０人 
 
 
 情報理工学研究科     ７６７人 
                うち修士課程  ６８０人 
                  博士課程   ８７人 
 情報システム学研究科   ３２６人 
                うち修士課程  ２３６人 
                  博士課程   ９０人 
 

平
成
25
年
度 

 
 情報理工学部     ３，２２６人 
 
 
 情報理工学研究科     ７６７人 
                うち修士課程  ６８０人 
                  博士課程   ８７人 
 情報システム学研究科   ３２６人 
                うち修士課程  ２３６人 
                  博士課程   ９０人 
 

平
成
26
年
度 

 
 情報理工学部     ３，２２６人 
 
 
 情報理工学研究科     ７６７人 
                うち修士課程  ６８０人 
                  博士課程   ８７人 
 
 情報システム学研究科   ３２６人 
                うち修士課程  ２３６人 
                  博士課程   ９０人 
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平
成
27
年
度 

 
 情報理工学部     ３，２２６人 
 
 
 情報理工学研究科     ７６７人 
                うち修士課程  ６８０人 
                  博士課程   ８７人 
 
 情報システム学研究科   ３２６人 
                うち修士課程  ２３６人 
                  博士課程   ９０人 
 

 

 
（備考） 

１．平成２３年４月提出の一覧表と同じ様式です。（Ａ４版横長用紙に横書き） 

２．変更のない項目も含めて一覧表全体を提出してください。（別表、別紙も含む） 

３．教育関係共同利用拠点が該当する場合、平成２０年９月３０日付事務連絡「国立大学法人の第二期中期目標・中期計画の項目等について」の学部等の記載

例における中期目標別表２の標題を教育関係共同利用拠点に変更又は追加し、拠点名称を記載してください。 

４．各頁は、片面印刷とし、クリップ留めをしてください。  


